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若者等が就職しやすい環境を整えます！！

「若年者・非正規雇用労働者」の採用や人材育成する事業主

企業内でのキャリアアップに取り組む事業主を

3 つの新たな雇用支援策でバックアップします。

～ 支援策の主な内容は以下のとおりです。～

１ 若者応援企業宣言事業

地元の中小・中堅企業と若者のマッチングを促進するため、平成２５年度予算により、

新たに創設されました。

条件としては一定の労務管理の体制が整備されており、若者（３５歳未満）を自社の

正規社員として採用すること及び長期間に育成することに前向きな中小・中堅企業が対
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どんな企業を支援するの？

若者応援企業宣言事業 ⇒ 若者の採用が進んでいない中小・中堅企業で、若者が就職先

として目を向けにくく、また、自力で企業ＰＲにも限界がある企業を支援します。

若者チャレンジ奨励金 ⇒ 若者の採用が進んでいない企業、活用することで安定した雇

用につながることが期待できる企業を支援します。

キャリアアップ助成金 ⇒ 優秀な人材の確保や定着に悩んでいる企業、多様で柔軟な働

き方を希望する労働者のニーズに応えるため、正規雇用、非正規雇用という二元的ではな

い総合型の雇用管理（「多様な正社員」）等の実現を目指している企業を支援いたします。
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象となります。そしてハローワークに求人を提出することが前提で、通常の求人情報よ

りも詳細な企業情報・採用情報を公表することを宣言した中小・中堅企業を「若者応援

企業」として、積極的にＰＲ等する事業となります。

通常の求人情報に比べて、より詳細な企業情報・採用情報を公表するメリットとして、

若者にとって会社の職場環境・雰囲気・業務内容がイメージしやすくなり、より適した

人材の応募が見込まれ、採用の定着が期待できます。

２ 若者チャレンジ奨励金

若年者の職業訓練の促進等による雇用支援策として、平成２４年度補正予算により、

新たに創設されました。

平成２５年３月１８日より訓練計画を受付しております。

対象者は３５歳未満の非正規雇用の若者です。

対象となる訓練は、自社の正社員として雇用することを前提に、自社内での実習(OJT)

と座学(OFF-JT）を組み合わせた訓練です。

訓練奨励金が訓練期間中に訓練受講者１人あたり１５万円支給されます。

正社員雇用奨励金として、訓練終了後、訓練受講者を正社員として雇用した場合に、

１人あたり１年経過時に５０万円、２年経過時に５０万円が支給されます。

３ キャリアアップ助成金

非正規雇用問題に対する取り組みの一環として、平成２５年度予算により、新たに創

設されました。

平成２５年５月１６日よりキャリアアップ計画を受付しております。

対象者は、有期契約労働者、正規雇用の労働者以外の無期雇用労働者、短時間労働者、

派遣労働者です。

有期契約労働者等の企業内でのキャリアアップを支援する事業主に対する包括的な助

成制度です。

助成内容は、有期契約労働者等の正規雇用への転換、人材育成、処遇改善、健康管理、

短時間正社員への移行、パート労働時間の延長を行った場合にそれぞれ助成金が支給さ

れます。



若者の採用・育成に積極的

｢若者応援企業
（事業主の方へ）

一定の労務管理体制

積極的に若者（３５歳未満）を採用・育成

詳細な企業情報・採用情報を公開

一定の労務管理の体制が整備されており

満）の採用・育成に積極的であり、通常の求人情報

極的に公表する中小・中堅企業を「若者応援企業

す。

「若者応援企業宣言」 事業とは・・・

次の１から７の基準(宣言基準)をすべて満たす中小

1
若者の職場定着が
期待できます

ハローワークに
情報・採用情報
内容がイメージしやすくなり
用後の職場定着

2
御社の魅力をアピール
できます

都道府県労働局
を公表しますので

3
就職面接会などへの
参加機会が増えます

就職面接会などの
者と接する機会

4
｢若者応援企業｣を名乗る
ことができます

「若者応援企業
ことを対外的にアピールすることができます

（※1）ただし、使用期間は求人の提出日から原則、その事業年度末までです
改めて求人を提出し、宣言基準の確認を受けてください。

詳細な企業情報・採用情報を公開

どんな企業が 「若者応援企業宣言

「若者応援企業宣言」 をすると、どんなメリットがあるの

厚生労働省・茨城労働局

次の１から７の基準(宣言基準)をすべて満たす中小

１ 学卒求人など、若者対象のいわゆる正社員求人（※２）

２ 「若者応援企業宣言」の事業目的に賛同していること

３
右の就職関連
情報を開示し
ていること

・ 社内教育、キャリアアップ制度等
・ 過去３年度分の新卒者の採用実績及
・ 過去３年度分の新卒者以外の正規雇用労働者
・ 前年度の有給休暇および育児休業
・ 前年度の所定外労働時間（月平均

４ 労働関係法令違反を行っていないこと

５ 事業主都合による解雇または退職勧奨を行っていないこと

６ 新規学卒者の採用内定取消を行っていないこと

７ 助成金の不支給措置を受けていないこと

（※２）正社員とは、雇用期間の定めがなく、所定労働時間が通常の労働者
派遣求人（特定労働者派遣求人は除く）や請負求人は、本事業の趣旨

積極的な中小・中堅企業の皆さま

応援企業宣言｣をしませんか？

若者応援
企業宣言

ハローワークが
積極的に

御社をＰＲ !!

、若者のための求人を提出し、若者（35歳未

求人情報よりも詳細な企業情報・採用情報を積

若者応援企業」として、積極的にＰＲ等を行う事業で

とは・・・

中小・中堅企業であれば、宣言できます。

ハローワークに提出される通常の求人情報に比べて、より詳細な企業
採用情報を公表できますので、御社の職場環境・雰囲気・業務

がイメージしやすくなり、より適した人材の応募が見込まれ、採
職場定着が期待できます。

都道府県労働局のホームページで、就職関連情報も含めたＰＲシート
しますので、御社の魅力を広くアピールできます。

などの開催について積極的にご案内しますので、若年求職
機会が増え、より適した人材の採用が期待できます。

若者応援企業」の名称を使用し、若者の育成・採用に積極的である
にアピールすることができます。（※１）

までです。継続して「若者応援企業」の名称を使用する場合は、

宣言」 できるの？

どんなメリットがあるの？

茨城労働局・ハローワーク

中小・中堅企業であれば、宣言できます。

）をハローワークに提出すること

していること

制度等
採用実績及び定着状況

正規雇用労働者（35歳未満）の採用実績と定着状況
育児休業の実績

月平均）の実績

っていないこと

労働者と同程度の社員をいいます。
趣旨・目的に沿わないため対象外となります。

ＬＬ２５０３０１派若０１



事業所ＰＲシート （記載例）

「若者応援企業宣言」までの流れ

事業所番号 １２３４ー５６７８９０－２

（ﾌﾘｶﾞﾅ） まるまるこうぎょう

ハローワークに
学卒求人・一般求人を提出

※期間の定めがなく、所定労働
時間が通常の労働者と同程度の
いわゆる正社員求人の提出が必
要です。

事業目的に賛同していること
就職関連情報を開示して

ること

労働関係法令違反を行って
いないこと

※宣言書などによって「宣言基準」
を確認させていただきます。

① 求人提出 ② 「宣言基準

このような情報が都道府県労働局のホームページに掲載されます。

事業所名
（ﾌﾘｶﾞﾅ） まるまるこうぎょう

（㈱）○ ○ 工 業

所 在 地 □□県△△市○○町 １－２－３

①社内教育・キャリアアッ
プ制度等

当社独自の技能検定を実施

②新卒者の採用実績及び定
着状況

採用人数

うち在籍人数

③新卒者以外の正規雇用労
働者（35歳未満）の採用
実績及び定着状況

採用人数

うち在籍人数

④有給休暇の取得実績 （有休休暇取得総日数／正社員数）

⑤育児休業の取得実績
（男性）

（男性：育児休業取得者数／配偶者が出産した者の総数）
（女性：育児休業取得者数／出産した者

⑥所定外労働時間(月平均)

⑦社長や先輩社員からの
メッセージ

当社には若い人も多く、活気があります
社内はコミュニケーションが活発ですので
実務経験がなくても当社の業務内容

詳しくは、都道府県労働局

厚生労働省・都道府県労働局

を持って当社にお越しください。社員一同

⑧求める人材・選考基準 製造業に関心があり、フットワークが

⑨福利厚生制度 新婚旅行休暇（１週間）

⑩職場の風景 （

⑪インターンシップの受入
れの可否

（

・受入可能時期 ：８月から９月中
・受入人数 ：２人
・実施できる内容 ：製造ラインの

⑫職場見学・職場体験の受
入れの可否

（

・受入可能時期 ：８月から９月中
・受入人数 ：２人
・実施できる内容 ：製造ラインの

⑬出張講話の可否 （

⑭その他 製造に興味のある方は職場見学でも

※ 「インターンシップ」や「職場見学・職場体験」
後日、ハローワーク等からご相談の連絡をさせていただく

事業目的に賛同していること
就職関連情報を開示してい

違反を行って

ほか

宣言書などによって「宣言基準」
を確認させていただきます。

「若者応援企業」求人
として公開

都道府県労働局のホームページ
に「若者応援宣言企業」として企
業名や就職関連情報を掲載します。

宣言された日から原則、その事
業年度末まで「若者応援企業」の
名称を使用できます。

宣言基準」の確認 ③若者応援企業宣言

このような情報が都道府県労働局のホームページに掲載されます。

業

２３年度 ２２年度 ２１年度

２ ２ １

２ １ １

２３年度 ２２年度 ２１年度

２ １ １

２ １ ０

10 日／年
（有休休暇取得総日数／正社員数）

50 ％ / （女性） 100 ％
（男性：育児休業取得者数／配偶者が出産した者の総数）

女性：育児休業取得者数／出産した者の総数）

２０ 時間

があります。
ですので、すぐに溶け込むことができると思います。

業務内容に興味をもっていただいた方は、ぜひ、ハローワークからの紹介状

都道府県労働局、ハローワークへお問い合わせください。

都道府県労働局・ハローワーク

社員一同お待ちしております！！

フットワークが軽く、チームワークを重んじる人

有 ・ 無 ）

可 ・ 否 ）

月中で５日間

ラインの軽作業・補助

可 ・ 否 ）

月中

ラインの見学、軽作業・補助

可 ・ 否 ）

でも結構ですので、ぜひお越しください。

」の受入れを可能とＰＲいただいた事業所には、
をさせていただく可能性があります。



若者の人材育成に取り組む事業主の皆様を支援します！

35歳未満の非正規雇用の若者を、自社の正社員として雇用することを前提に、
自社内での実習（OJT)と座学（OFF-JT）を組み合わせた訓練（若者チャレンジ
訓練）を実施する事業主の方に、奨励金を支給します。

◎ 訓練奨励金：訓練実施期間中に訓練受講者１人１月あたり15万円
◎ 正社員雇用奨励金：訓練終了後、訓練受講者を正社員として雇用した場

合に、1人あたり１年経過時に50万円、2年経過時に50万円（計100万円）

※ 派遣先事業主の方が、派遣元事業主の方と訓練実施計画を共同で作成し、紹介予定派遣に
より受け入れる派遣労働者を自社の正社員として雇用することを前提に訓練を実施する場合は、
派遣先事業主の方に奨励金を支給します。

若者チャレンジ奨励金
（若年者人材育成・定着支援奨励金）

若者チャレンジ訓練の対象となる者

35歳未満の若者であって、以下のいずれにも該当する者

◎ 過去５年以内に訓練を実施する分野で正社員として概ね３年以上継続して雇用されたことがない
者等であって、登録キャリア・コンサルタント※により、若者チャレンジ訓練へ参加することが適当と判
断され、ジョブ・カードの交付を受けた者

◎ 訓練を実施する事業主と期間の定めのある労働契約を締結する者等◎ 訓練を実施する事業主と期間の定めのある労働契約を締結する者等
※ ジョブ・カードを交付することができるキャリア・コンサルタントとして厚生労働省又は登録団体に登録された者です。

若者チャレンジ訓練の主な要件

○ 自社内での実習（OJT）と座学（OFF-JT）を組み合わせた訓練であって、全体の訓練時間に占め
るOJTの割合が１割以上９割以下であること。

○ １か月当たりに換算した訓練時間数が130時間以上であること。

○ 訓練受講者の訓練期間中の主要な労働条件（就業時間、休日及び賃金形態）が訓練受講者を
正社員として雇用する場合と同じであること。（※派遣先事業主の方の場合は一部要件が異なります。）

○ 訓練の実施期間が３か月以上２年以下であること。（※派遣先事業主の方の場合は一部要件が異なります。）

※ 自社内での実習（OJT）と自社の従業員を講師として行う座学（OFF-JT）を実施できる時間は合わせて1920時間
（1年相当）となるため、1920時間（1年相当）以上の訓練を実施する場合は、1920時間（1年相当）を超える部分に
ついて、外部の教育訓練機関または外部の講師を活用してOFF-JTを実施する必要がありますので、注意してください。

○ 実習（OJT）と座学（OFF-JT)のそれぞれについて、訓練科目名、実施内容、実施時間等が明確
に示された訓練カリキュラムを作成すること。

○ ジョブ・カード様式４（評価シート）を作成し、当該評価シートにより訓練受講者の職業能力評価を
行うこと。

※ 奨励金の支給を受けようとする事業主の方は、以上の要件等に該当する訓練の実施計画を作成し、労働局長の確認
を受けた上で、当該訓練実施計画に基づき訓練を実施する必要があります。

なお、OJTとOFF-JTの両方またはどちらか一方について、実際に訓練を実施した時間数が、計画した時間数の８割を
下回る場合は、奨励金は支給されません。

（※この他にも奨励金が支給されない場合や減額して支給される場合があります。詳細は別パンフレット等をご覧ください。）

厚生労働省・都道府県労働局・ハローワーク



主な手続きの流れ

① 訓練実施計画の届出

訓練実施計画を作成し、都道府県労働局（またはハローワーク）へ提出

※ 提出は原則として訓練開始日の１カ月前までにお願いします。

② 訓練実施計画の確認

労働局（またはハローワーク）が訓練実施計画の内容を確認
※ 確認後、確認印を押印した訓練実施計画の写しを交付します。

③ 訓練受講者の選考・決定

（新たに訓練受講者を雇い入れる場合）

ハローワーク、民間職業紹介機関等に求人を提出し、訓練受講者を募集

※ 事業主の直接募集も可

（既に雇用している者に訓練を実施する場合）

社内で訓練受講者を募集

※ 訓練受講者は、ジョブ・カードを活用したキャリア・コンサルティングを受け、ジョブ・カードの交付を受ける必要が
あります。ハローワークに求人を提出する場合は、ハローワークに所属する登録キャリア・コンサルタントがキャリ
ア・コンサルティングを行います。ハローワーク以外の方法により訓練受講者を募集する場合や既に雇用している
者に訓練を実施する場合は、ジョブ・カードセンター等に所属する登録キャリア・コンサルタントがキャリア・コンサ
ルティングを行います。

④ 訓練の実施

訓練実施計画に基づき訓練を実施

※ 訓練実施計画の確認を受けた日の翌日から起算して６カ月以内に訓練を開始する必要があります。

⑤ 訓練奨励金の支給申請

訓練終了後、支給申請書を労働局（またはハローワーク）へ提出

※ 提出は訓練終了日の翌日から起算して２カ月以内に行う必要があります。（また、１年以上の訓練を実施する
場合は1年単位で2期に分けて申請を行うことができます。）

⑥ 正社員雇用奨励金の支給申請

訓練修了者を正社員として雇用し、1年又は2年が経過した時点で、支給申請書を労働局（また
はハローワーク）へ提出

※ 提出は訓練修了者を正社員として雇用した日から起算して1年の日又は2年の日の翌日から起算してそれぞ
れ2カ月以内に行う必要があります。また、訓練修了者を訓練終了日の翌日から起算して1か月以内に正社員と
して雇用する必要があります。

○ 奨励金の詳細や手続き等は労働局またはハローワークにお問い合わせください。

○ また、訓練実施計画の作成、訓練の実施準備等の各種支援をジョブ・カードセンター
が実施しています。



厚⽣労働省では、非正規雇用問題に対する取り組みの一環として、有期契約労働者等(※1)の
企業内でのキャリアアップ等を⽀援する事業主に対する包括的な助成制度（有期契約労働者等
の正規雇用への転換、人材育成、処遇改善など）を、平成25年度から創設しました。

なお、重点分野等（健康、環境、農林漁業等）の事業主が実施する人材育成については、より
手厚い助成措置を実施(※2)しています。

有期契約労働者等のキャリアアップ等を促進することで、労働者の士気・能⼒の向上等を通
じた企業の生産性の向上、優秀な人材の確保・定着が期待できます。

（事業主の方へ）

(※1) 有期契約労働者および正規雇用の労働者以外の無期雇用労働者をいいます （短時間労働者、派遣労働者を含みます）。
(※2)非正規雇用労働者育成支援奨励金（日本再生人材育成支援事業）

有期契約労働者、短時間労働者および派遣労働者等の

企業内でのキャリアアップに取り組む事業主を支援します！

助成内容 助成額
（ ）額は大企業の額（短時間正社員コースは大規模事業主）

正規雇用等
転換
(注１)

正規雇用等に転換または直接雇用（以下
「転換等」といいます。）する制度を規
定し、有期契約労働者等を正規雇用等に
転換等した場合に助成

①有期→正規：１人当たり40万円（30万円）
②有期→無期：１人当たり20万円（15万円）
③無期→正規：１人当たり20万円（15万円）
※対象者が母子家庭の母等または父子家庭の父の場合、

１人当たり①10万円、②5万円、③5万円を加算

人材育成
(注２)

有期契約労働者等に
・一般職業訓練（OFF-JT） または
・有期実習型訓練（「ジョブ・カード」を

活用したOFF-JT+OJTを組み合わせた３～

OFF-JT《１人当たり》
賃金助成：１ｈ当たり800円（500円）
経費助成：上限20万円（15万円）

OJT《１人当たり》

厚生労働省・都道府県労働局・ハローワーク

活用に当たっては、ガイドラインに沿って、「キャリアアップ管理者の配置」、
「キャリアアップ計画の作成」が必要です。詳細は裏⾯をご覧ください。

(注２)
活用したOFF-JT+OJTを組み合わせた３～

６か月の職業訓練）を行った場合に助成
OJT《１人当たり》

実施助成：１ｈ当たり700円（700円）

処遇改善
すべての有期契約労働者等の基本給の賃
金テーブルを改定し、３％以上増額させ
た場合に助成

１人当たり１万円（0.75万円）
※「職務評価」の手法を活用の場合、

１事業所当たり 10万円（7.5万円）上乗せ

健康管理
有期契約労働者等を対象とする「法定外
の健康診断制度」を規定し、延べ４人以
上実施した場合に助成

１事業所当たり40万円（30万円）

短時間正社員
(注３)

短時間正社員制度を規定し、労働者を短
時間正社員に転換・新規雇入れした場合
に助成

１人当たり20万円（15万円）
※対象者が母子家庭の母等または父子家庭の父の場合、

１人当たり10万円加算

パート労働
時間延長
(注４)

有期契約労働者等の週所定労働時間を
２５時間未満から３０時間以上に延長
した場合に助成

１人当たり10万円（7.5万円）

(注１)１.「正規雇用等」とは、「正規雇用または無期雇用」をいいます。
２.派遣労働者の場合、派遣元事業所で転換または派遣先の事業所で直接雇用される場合に助成します。
３.無期雇用への転換等は、通算雇用期間３年以内の有期契約労働者からの転換等であって、基本給の５％以上を増額した場
合に限ります（５％の算出方法は、標準的な方法を設定した上で柔軟に対応）。なお、短時間正社員に転換した場合は対象外
となります（短時間正社員コースにより助成します）。

(注２)重点分野等の事業主の場合、経費助成は、「日本再生人材育成支援事業」により上限30万円（20万円）（平成25年１月実施）
(注３)主にワーク・ライフ・バランスの観点から正規雇用労働者を短時間正社員に転換するケースや、短時間労働者を短時間正社員

に転換するケースなどを想定しています。
(注４)社会保険の適用基準を満たす労働時間まで延長し、労働者の能力のさらなる活用につなげることを目的としています。
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（助成制度を活⽤する上で、配慮するよう努めることが望ましい事項）

①キャリアアップに向けた
管理体制の整備

有期契約労働者等のキャリアアップに取り組む者を「キャリアアップ管理者」
として位置付け

②計画的なキャリアアップ
の取り組みの推進

キャリアアップに向けた取り組みを計画的に進めるため「キャリアアップ計
画」を作成

③正規雇用・無期労働契約
への転換

有期労働契約から正規雇用・無期労働契約への転換、無期労働契約から正規雇
⽤への転換の促進、無期転換後の処遇への配慮、正規雇⽤転換制度の対象者の
範囲・方法・評価基準などの設定への配慮

④人材育成

職業能⼒や希望するキャリアパスに応じた計画的な教育訓練などの実施（⽬標
の明確化）
若者に対するジョブ・カード制度を活⽤した実践的な教育訓練の実施、成⻑
分野の事業主による積極的な教育訓練の実施

⑤処遇改善
職務分析・職務評価の手法、ジョブ・カードや職業能⼒評価基準などの活⽤等
による職務の内容や職業能⼒の評価、職務の内容などを踏まえた処遇への反映

⑥その他
法定外健康診断の導入、短時間正社員（注）への移⾏など、短時間労働者の希
望に応じた社会保険適用に向けた所定労働時間の拡大

（注）通常の労働者と比べ所定労働時間が一定程度短い正規雇用の労働者をいう。

企業内でのキャリアアップを促進するための包括的な助成制度

『キャリアアップ助成金』
または

重点分野等の事業主を対象とした「人材育成」への助成制度
を活用！

これらを実施

詳しくは、最寄りの都道府県労働局またはハローワークへお問い合わせください。

『非正規雇用労働者育成支援奨励金（日本再生人材育成支援事業）』

キ ャ リ ア ア ッ プ 計 画 の
作 成 ・ 提 出

実 施

訓 練 計 画 の
作 成

訓 練 実 施

支 給 申 請

人材育成（※）

訓 練 計 画 の
提 出

人材育成以外

労働局・ハローワーク 事 業 主 ジョブ・カードセンター

(※)「有期実習型訓練」を実施する場合、訓練対象者に「ジョブ・カード」の交付が

必要です。ジョブ・カードを活用したキャリア・コンサルティングおよび交付は、
ハローワーク、ジョブ・カードセンター等で実施しています。

◎キャリアアップ計画は、
労働組合等の意見を聴いて作成


